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第１章  計画の基本事項 

 

背景と目的 

 

１-１-１ 背景：気候危機とカーボンニュートラル 

 

近年、国内外で様々な気象災害が発生しており、気候変動に伴い、今後、豪雨や猛暑のリ

スクが更に高まることが予想されている。日本においても、農林水産業、水資源、自然生態

系、自然災害、健康、産業・経済活動等への影響が出ると指摘されており、愛媛県内では平

成 30年西日本豪雨災害が記憶に新しく、肱川の支流小田川が流れる内子町でも様々な被害が

発生した。こうした状況は、地球温暖化が単なる「気候変動」ではなく、私たち人類や全て

の生き物にとっての生存基盤を揺るがす「気候危機」と位置付けられるようになった。 

 

この地球規模の課題に取り組むため、2015年に採択されたパリ協定では、世界共通の長期

目標として、「世界的な平均気温上昇を工業化以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、

1.5℃に抑える努力を追求すること（２℃目標）」、「今世紀後半に温室効果ガスの人為的な

発生源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成すること」等が合意となった。

実現に向けて、世界が取り組みを進めており、125以上の国と地域が「2050 年カーボンニュー

トラル」という目標を掲げている。 

 

2020年 10月、日本政府は「2050年カーボンニュートラル宣言」をし、2030年までには温

室効果ガスの排出量を 2013 年度比で 46％減するという中期目標を、2050 年までに脱炭素社

会を実現し、温室効果ガスの排出を実質ゼロにするという長期目標を発表した。国際的にも

脱炭素化の機運が高まる中、翌年 2021年６月、“グリーン”に日本の次なる成長の機会を見

出すとし、企業の挑戦を後押しするように「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成

長戦略」が策定、産業政策として位置付けられている。 

 

さらに 2022年４月に施行された「改正地球温暖化対策推進法」（改正温対法）では、地域

の脱炭素化の促進を目的として、地方公共団体における再生可能エネルギーの利用促進など

に実施目標の設定が求められている。カーボンニュートラルを実現するためには、地域にお

ける再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）の利用が重要であることから、今回の改正によ

り、地方公共団体実行計画に、施策の実施に関する目標を追加するとともに、市町村は、地

域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭素化促進事業）に係る促進区域や

環境配慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努めることとなった。再エネ導入ポテンシャ

ルが比較的高いとされる地方は、実施目標を定め、再エネ利用促進の実効性を向上すること

で、各市町村単位のカーボンニュートラル実現は元より、日本全体への貢献が期待されてい

る。 
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１-１-２ 目的：再生可能エネルギーの最大限導入による地域課題の解決と地域経済活性化 

 

内子町は、「キラリと光るエコロジータウン内子」をキャッチフレーズの１つに「町並み、

村並み、山並みが美しい持続的に発展するまち」を目指したまちづくりを進めている。環境

政策の基本的な指針となる「第２期内子町環境基本計画（2015年〜2024年）」では、基本政

策の１つに「温暖化対策とエネルギーの地域内循環」を掲げ、再生可能エネルギーの導入を

進め、二酸化炭素の排出削減とエネルギーの地域内自給を目指すとともに、エネルギー購入

によって地域外に出ている資金を地域内で循環させることを政策目標に据えている。 

 

 

図 １-1：内子町の再エネに係る基本政策（第 2 次内子町環境基本計画概要版から抜粋） 

 

「内子町再生可能エネルギー導入計画」（以下、「本計画」）では、環境基本計画で策定し

た基本政策に始まり、脱炭素社会の実現に向けた中長期の再エネ導入目標量を設定する。そ

して再エネ利用促進による地域課題解決の可能性と、エネルギーの地域内自給による地域経

済活性の可能性を調査し、実現の道筋を立てる。本町特有の地域課題や将来のエネルギー消

費量及び再エネポテンシャル、将来の温室効果ガス排出量に関する推計などから、脱炭素社

会の実現に向けた将来のビジョン・脱炭素シナリオを作成し、「エネルギーの地産地消」や

「地域循環共生圏」を見据えたカーボンニュートラルを実現するための取り組みを検討し、

実効性ある計画を策定するものである。 
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本計画の行政計画における位置付けを図 １-2 にて示す。なお、本計画の策定にあたって

は、令和３年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向

けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）を活用している。 

 

 
図 １-2：内子町再生可能エネルギー導入戦略（導入目標の策定）の行政計画における位置付け 

 

 

計画の基本的な考え方 

 

 計画策定の業務フローを図 １-3にて示す。また、本報告書は、この業務フローと照合する

ようまとめており、第 2 章から第６章までが具体的な調査結果と計画策定の内容に当たる。

以下、各章の内容を先述する。 

 

第２章 再生可能エネルギー及び温室効果ガス排出に係る基礎情報の収集及び現状分析 

 

再エネ導入目標設定に必要となる、再エネ導入状況及び導入ポテンシャルの現状分析の他、

自然的課題、経済的課題、社会的課題について調査し、整理した。 

 

① 地域概況調査 

・町内の再エネの導入状況及び各部門の温室効果ガス排出状況を調査  

・地勢、気候、土地利用等の自然的課題、産業構造、経済動向等の経済的課題、人口、

年齢構成等の社会的課題について調査 
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② 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査 

・最大限導入可能な再エネ導入ポテンシャルについて調査 

 

③ 再生可能エネルギー技術の動向調査 

・本町で導入可能な再エネ技術に係る 2030 年度までの導入に用いる既存技術と、2050

年までに実装が期待される革新的技術の動向調査 

 

 

図 １-3：計画策定の業務フロー図 

 

第３章 将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

 

本町の将来の温室効果ガス排出量として、中期目標の 2030 年度及び長期目標の 2050 年、

マイルストーンとしてその間の 2040年における温室効果ガスの将来排出量を推計した。推計

にあたっては、追加的措置を行わない現状趨勢ケースである「ＢＡＵシナリオ」及び 2050年

カーボンニュートラルを目指す「脱炭素シナリオ」の２通りで推計した。 

 

第４章 将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 

 

長期目標の 2050年において脱炭素が実現した社会の姿である将来ビジョンを示し、その実

現に向けた脱炭素シナリオを作成した。 

① 将来ビジョンは、本町の特性を把握、分析し、国が目指す方向性も踏まえて作成すると

ともに、多くの町民が具体的な将来像についてイメージが持てるものとした。 

② 脱炭素シナリオは、2050 年に加え、2030 年、2040年を中間年度として設定した。 
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第５章 再生可能エネルギー導入目標の設定 

 

再エネ導入目標は、2030 年と 2040 年までの中期目標と、2050 年までの長期目標を設定し

た。 

① 2030年度の目標は二酸化炭素排出量を 2013年比 50%削減するカーボンハーフとした。 

② 2050年の目標は二酸化炭素排出量実質ゼロとするカーボンニュートラルとした。 

 

第６章 カーボンニュートラルを実現するための取り組みの検討 

 

カーボンニュートラルを実現するために必要な政策及び指標の検討並びに重要な施策に 

関する構想を策定した。 

① 脱炭素化に向けた施策の検討 

第２章で整理した再生可能エネ導入ポテンシャル調査結果と、再エネ技術の動向調査結

果を活用し、地域の特性、実情を踏まえ、最大限の再エネ導入を図るための施策を検討

した。 

② 指標の検討 

本町の再エネ導入状況を把握するための指標を設定した。 

③ 重要な施策に関する構想の策定 

本町の再エネ最大限導入に係る重要施策を考案し、どのように展開するか、その構想を

策定した。「地域課題の解決」と「地域経済活性化」に資するよう検討した。 

 

 

検討委員会の開催など専門家を交えた検討 

 

１-１-３ 内子町地域脱炭素推進協議会との検討委員会の開催 

 

各調査・検討に当たり、学識経験者や関係団体等を構成員とした「内子町地域脱炭素推進

協議会」と連携し、本計画策定を目的に計３回の検討委員会を開催し、内容を審議・検討し

た。表 １-1に委員の一覧を示す。 

 

表 １-1：内子町地域脱炭素推進協議会 

氏  名 所 属 等 分野 

松村 暢彦 

（※座長） 
愛媛大学社会共創学部 副学部長 

学識経験者 

（環境デザイン、まちづくり） 

内藤 昌典 有限会社内藤鋼業 代表取締役 エネルギー供給関係 

池田  央 内子町商工会 会長 産業関係 

多比良康彦 環境 NPOサン・ラブ 理事長 町民代表 

山岡  敦 内子町 副町長 行政代表 
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１-１-４ 専門家へのヒアリング 

 

本計画の実効性を高めるため、検討委員会とは別に、より幅広い分野の知見を収集した。

地域団体や地元企業の意見から脱炭素社会に向けた本町における民間行動の実態を、さらに

業界の動向を探るべく、ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）分野やエネルギー分

野、ほか自治体などの先行事例を調査し、各分野の専門家にヒアリングを行った。聴取先の

一覧を次に示す。ヒアリングの詳細は別紙にてまとめる。 

 

表 １-2：専門家へのヒアリング先 

ヒアリング先 分野 聴取内容 

伊予銀行 法人コン

サルティング部 
金融 

・中小企業などへの支援策（融資含む） 

・ＧＸリーグの動向と企業の脱炭素への取り組み状況 

内子町森林組合 林業 
・木質バイオマス発電のさらなる拡大の可能性 

・森林の二酸化炭素吸収量とクレジット創出の可能性 

株式会社内子フレッ

シュパークからり 

小売／ 

製造 

・電力高騰の影響と今後の消費電力推計 

・再エネ導入への課題と設置検討 

e-dash株式会社 
グリーン

テック 

・温室効果ガス排出量見える化サービスの動向 

・自治体へのサービス導入検討 

株式会社藤岡林業 林業 
・木質バイオマス発電のさらなる拡大の可能性 

・小水力発電と山林への影響 

株式会社イヨカナ 太陽光 

発電 

・太陽光発電業界の動向とＦＩＴの課題 

・町内外での太陽光パネル・蓄電池の設置動向 

・導入を検討すべき公共施設など 長州産業株式会社 

株式会社西渕工務店 建築 

・木造建築における断熱の課題 

・ＺＥＨや太陽光パネルなど省エネ・再エネの導入状況 

・省エネに係る補助事業の活用状況 

一般社団法人内子町

観光協会 
観光 

・観光×脱炭素に係る動向と意向 

・観光分野のカーボンニュートラルへの取り組み状況 

株式会社三河の山里

コミュニティパワー 

地域 

新電力 

・山間部での地域新電力経営の課題 

・地域経済活性に資する電力事業 

・人員・組織体制の課題など 

昭和刷子株式会社 製造 

・製造分野における脱炭素への課題 

・環境経営に関する動向と取り組み 

・省エネ設備・再エネの導入状況 

梼原町 自治体 

・脱炭素先行地域としての活動状況 

・自治体の組織づくりの課題 

・施策や支援策事例など 

小水力発電利用推進

協議会 

小水力 

発電 

・内子町内のポテンシャルと適地 

・マイクロ小水力発電やため池発電の利用方法 
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第２章 

 

再生可能エネルギー及び温室効果ガス排出にかかる 

基礎情報の収集及び現状分析 
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第２章  再生可能エネルギー及び温室効果ガス排出に係る基礎情報の

収集及び現状分析 

 

地域概況調査 

 

２-１-１ 自然的課題（地勢と気象） 

 

 内子町は、愛媛県のほぼ中央部に位置する

（図 ２-1）。 県都松山市から約 40km の地

点にあり、国道 56 号、379 号及び 380 号、

ＪＲ、高速道路などの幹線が通る。面積は

299.43 ㎢で、その広がりは東西 30.0km、南

北 17.9km、平地は少なく、山林が 77％を占

め、町の中央部を一級河川・肱川の支流であ

る小田川が流れる。 

気候は、国有林野が広がる小田深山を除き、

年間平均気温 15.6℃と温暖であるが、昼夜

及び季節毎の気温差が大きく、これらの特性

を生かした多様な農林産物が生産されてい

る。町内には当時の佇まいを残す町並みや内

子座など文化資源も多く、「町並み、村並み、

山並みが美しい 持続的に発展するまち」の

実現を目指してまちづくりを進めている。 

 

図 ２-1：愛媛県内市町位置図 

 

 

 

 

図 ２-2：計画対象範囲 
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 本町は、町の中央部を流れる小田川や町の 77%の面積を占める森林資源により、豊富な水資

源を有する一方で、風水害による災害も多い地域である。令和４年３月に改訂された「内子

町国土強靭化地域計画」によると、国においては、水防法の規定により、新たに想定最大規

模の降雨（小田川流域の 48時間総雨量 811㎜）を対象とした浸水想定区域の指定が義務付け

られている。町においても、台風等の豪雨による浸水被害を受けており、地質上の特性や中

山間地域に集落が点在するなど、土砂災害の危険箇所を多く抱えている。また、平成 25年に

県が公表した地震被害想定調査では、南海トラフにおいて想定される最大クラスの地震が発

生した場合、本町の被害は、最悪のケースで死者は 84人、全壊・焼失建物は約 1,800棟にも

上り、甚大な被害が発生すると予測されている。本計画策定にあたっては、土砂災害区域や

浸水想定区域など災害時の影響も含め、防災力を高める再生可能エネルギー導入のあり方に

ついて検討が必要とされる。 

 

 また、本町の旧内子町エリアには、「駅前・国道 56号線都市景観形成地区」「文化交流拠

点景観形成地区」と定められた景観計画重点区域（図 ２-3）が存在する。再生可能エネルギー

設備導入に際して、注意が必要である。 

 

図 ２-3：内子町の景観計画重点区域（出典：内子町景観まちづくり計画） 
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２-１-２ 経済的課題 

 

 内子町は、エネルギー代金の流出が約 33 億円と多く、町内総生産の約 7.8%に当たる。う

ち、電気は約 10億円であり、電力の再エネ化でエネルギーの地産地消が叶えば、地域経済循

環に大きく貢献ができることがわかる。図 ２-4、図 ２-5 にて 2018 年時点における地域の

所得循環構造を示す。 

 

 

図 ２-4：地域の所得循環構造・内子町総生産（内子町の地域経済循環分析 ver5.0 より抜粋） 
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図 ２-5：内子町の所得循環構造・内子町の特徴（出典：内子町の地域経済循環分析 ver5.0） 

 

続いて、エネルギー消費量の内訳を確認するため、内子町の産業別エネルギー消費量を調

査した。内子町では繊維工業のエネルギー消費量が最も多く、次いでパルプ･紙･紙加工品製

造業、農林水産業の順となっている（図 ２-6）。全体的には製造業におけるエネルギー消費

量が多く、製造分野の省エネ化や電力再エネ化の対策が求められる。 

 

 

図 ２-6：産業別エネルギー消費量（出典：内子町の地域経済循環分析 ver5.0） 
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修正特化係数を用いて、全国平均と比較して地域で得意な産業が何かを分析した（図 ２-7）。

全国と比較して得意としている産業は、林業、繊維製品、農業等であり、中でも「林業」が突

出している。なお、産業別修正特化係数とは、域内のある産業の比率を全国の同産業の比率

と比較したものであり、全産業の生産額に占める割合が全国平均と比較して高い産業は、地

域にとって比較優位な産業であり、地域の得意な産業といえる。 

 

 

図 ２-7：産業別修正特化係数（出典：内子町の地域経済循環分析 ver5.0） 

 

なお、地域の経済力を示す１つの指標である製造業の製造品出荷額等は過去 20年近く増減

を繰り返している。直近 2020年は過去５年で最も減少している（図 ２-8）。 

 

 

図 ２-8：内子町の製造品出荷額等の推移 

（出所：経済産業省 工業統計(市区町村編)を基に GD Freak!が作成） 
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２-１-３ 社会的課題 

 

 内子町の人口の推移を図 ２-9にて示す。現在（令和４年時点）では、住民の約 2.4人に

１人が高齢者（65歳以上）であり、高齢化率は全国平均より高い。2045年には、住民 9,080

人のうち 4,688 人が 65 歳以上で、住民の約 1.9 人に１人が高齢者となる推計結果が出てお

り、高齢化率は推計 51.6％である。環境省の分析データを図 ２-10に示す。 

 

 

図 ２-9：内子町の人口推移 

 

 

図 ２-10：現在と将来の年齢別の人口構成（出典：内子町の地域経済循環分析 ver5.0） 
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２-１-４ 温室効果ガス状況 

 

 内子町のエネルギー消費量を、経済産業省のエネルギー消費統計調査などから調査した。

まず、エネルギー消費量の推移について、内子町内の消費量は 2013年以降、減少傾向にある。

直近 2019年のエネルギー消費量は、熱消費量が産業部門と運輸部門で全体の約 90%、電力消

費量が産業部門で 47%と全体の約半数を占めており、次いで家庭部門 29%、業務部門 22%と続

く。 

 

 

図 ２-11：2013 年から 2019 年までのエネルギー消費量の推移 

（エネルギー消費統計調査、総合エネルギー統計（経産省）、自治体排出量カルテ（環境省）等から算出） 

 

 

図 ２-12：2019 年における熱消費量と電力消費量の部門別内訳  
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続いて、温室効果ガス排出量は、2013 年から 2019 年まですべての部門において減少傾向

であった。直近 2019年の温室効果ガス排出量の部門別割合では、産業部門が 42%と最も高く、

次いで運輸部門 32%と続く（図 ２-13、図 ２-14）。 

 

 

図 ２-13：2013 年から 2019 年までの温室効果ガス排出量の推移 

 

 
図 ２-14：2019 年 温室効果ガス排出量部門別割合 
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２-１-５ 町民アンケート 

 

 内子町民の脱炭素化への課題認識や取り組み状況を把握し、今後の戦略・施策検討の参考

とするため、「脱炭素社会の実現に向けた内子町 町民アンケート」と題して、町内に居住す

る成人 2,000名を対象にアンケート調査を行った。調査概要を図 ２-15に示す。 

 

 本アンケート調査では、リーディングターゲット層を設定し、クロス集計を加えた。リー

ディングターゲット層とは、内子町の脱炭素化への取り組みを先導するメインターゲット層

である。対象区分の詳細は同じく図 ２-15に示す。 

 

また、それぞれの基本属性（年齢構成、性別構成、居住地域）を図 ２-17、図 ２-18にて

示す。なお、アンケート結果の詳細は別紙にて掲載する。 

 

 

図 ２-15：脱炭素社会の実現に向けた内子町 町民アンケートの調査概要 
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図 ２-16：脱炭素社会の実現に向けた内子町 町民アンケートにおけるリーディング層の考え方 

 

 

図 ２-17：脱炭素社会の実現に向けた内子町 町民アンケートの回答者基本情報 
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図 ２-18：脱炭素社会の実現に向けた内子町 町民アンケートのリーディング層基本情報 
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再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査 

 

２-１-６ 再生可能エネルギーと導入ポテンシャルの定義 

 

本計画で対象とする再生可能エネルギーとは、図 ２-19に示す新エネルギーであり、脱炭

素社会の実現に資する石油代替エネルギーとして活用ができるものをいう。特に発電分野に

おいては、「太陽光」「風力」「水力」「地熱」「バイオマス」のいずれかを用いる。 

 

 

図 ２-19：新エネルギーの定義（出典：一般社団法人日本原子力文化財団ＨＰ） 

 

 再エネ導入ポテンシャルの定義は、環境省の「再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰ

ＯＳ」を元にする（図 ２-20、表 １-1）。今回は事業性を考慮した導入ポテンシャルの調査

は含まれないため、再エネ導入目標策定にあたり、将来の導入予定量がポテンシャルを超え

ないための目安として取り扱う。 
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図 ２-20：再エネ導入ポテンシャルの定義 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

 

表 ２-1：再エネ導入ポテンシャルの定義表 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 
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２-１-７ 内子町の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

 

内子町の再エネ導入ポテンシャルを、環境省の「再生可能エネルギー情報提供システムＲＥ

ＰＯＳ」や「自治体再エネ情報カルテ」などから調査した。 

 

表 ２-2：内子町の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳから自治体再エネ情報カルテより掲載） 

 

表 ２-3：内子町の再生可能エネルギー導入量 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳから自治体再エネ情報カルテより掲載） 
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２-１-８ 太陽光発電の導入ポテンシャル 

 

 
図 ２-21：ほか自治体と建物系太陽光発電導入ポテンシャルの比較 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

 

図 ２-22：建物系太陽光発電導入ポテンシャルマップ 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 
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図 ２-23：ほか自治体と土地系太陽光発電導入ポテンシャルの比較 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

 

図 ２-24：土地系太陽光発電導入ポテンシャルマップ 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 
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２-１-９ 陸上風力発電の導入ポテンシャル 

 

 
図 ２-25：ほか自治体と陸上風力発電ポテンシャルの比較 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

 

図 ２-26：陸上風力発電の導入ポテンシャルマップ 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 
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２-１-１０ 中小水力発電の導入ポテンシャル 

 

 
図 ２-27：ほか自治体と中小水力（河川）発電の導入ポテンシャル 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

 

図 ２-28：中小水力（河川）発電の導入ポテンシャルマップ 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

※内子町は農業用水路における水力発電導入ポテンシャルはない。 
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２-１-１１ 太陽熱導入ポテンシャル 

 

 

図 ２-29：ほか自治体と太陽熱導入ポテンシャル 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 

 

 

図 ２-30：太陽熱導入ポテンシャルマップ 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 
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２-１-１２ 地中熱導入ポテンシャル 

 

 

図 ２-31：地中熱導入ポテンシャルマップ 

（出典：環境省 再生可能エネルギー情報提供システムＲＥＰＯＳ） 
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再生可能エネルギー技術の動向調査 

 

2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、エネルギーミックスの重要性が高まって

いる。一般社団法人日本原子力文化財団による日本のエネルギー政策のまとめ（図 ２-32）

によると、主要なエネルギー種別について以下のように方針が示されている。 

 

再生可能エネルギー 

 

主力電源化を徹底し、最優先で取り組み、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら最

大限の導入を促す。導入にあたり、系統容量の確保や系統混雑の緩和、脱炭素化された調整

力の確保などの課題に対応する。 

 

原子力発電 

 

現状、実用段階にある「脱炭素化」の選択肢であるが、社会的信頼の回復が不可欠。人材・

技術・産業基盤の強化に着手し、安全性・経済性・機動性に優れた原子炉の追求、廃炉や廃

棄物処理・処分などのバックエンド問題の解決に向けた技術開発を進めていく。 

 

火力発電の脱炭素化 

 

現状、火力発電は再生可能エネルギーの変動性を補う調整力として重要な機能を保持して

いることを踏まえ、安定供給を確保しつつ、燃料そのものを水素・アンモニアに転換させる

ことや、排出されるＣＯ２回収・貯留・再利用することで脱炭素化を図っていく。 

 

 

図 ２-32：日本のエネルギー政策～2030年、2050年に向けた方針 

（出典：一般社団法人日本原子力文化財団ＨＰ）  
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図 ２-33：2030 年度の電力需要と電源構成（出典：一般社団法人日本原子力文化財団ＨＰ） 

 

政府の第６次エネルギー基本計画では、再エネの内訳を、2030年度において太陽光発電 14

〜16％、水力発電 11％、風力発電５%、バイオマス５%、地熱１%としている（図 ２-34）。 

 

 

図 ２-34：脱炭素へ再エネ倍増 第６次エネ基本計画（出典：東京新聞ＨＰ） 
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２-１-１３ 再生可能エネルギーの技術動向 

 

太陽光発電 

 

太陽光発電の技術動向は、より高い効率や省エネルギー化、蓄電池などとのエネルギーシ

ステムの開発など、多岐にわたる。既にコスト的にも実用レベルにある太陽光発電は、今後

も、より高効率な太陽電池や、より高度な太陽光発電システムが開発されていくことが期待

され、再エネ導入検討時の有力なエネルギー候補となる。広範囲な利用シーンが期待される

一方で、寿命を迎えた太陽光パネルの廃棄問題や再利用への課題が残る。 

 

高効率太陽電池の開発：従来のシリコン太陽電池に比べ、より高い変換効率を持つ太陽電池

の開発が進んでいる。例えば、ペロブスカイト太陽電池は高い変換効率を持ち、コストも低

いとされている。 

 

図 ２-35：京都大学発スタートアップ企業であるエネコートテクノロジーズによるペロブスカイト 

太陽電池の特徴（出典：日経ＢＰ ＷＥＢ「特集 ここまで来た「ペロブスカイト太陽電池」、京大 

発ベンチャーに聞く開発の最前線」） 
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表 ２-4：太陽光電池素材の性能比較表（出典：日経ＢＰ ＷＥＢ「特集 ここまで来た「ペロブスカイ

ト太陽電池」、京大発ベンチャーに聞く開発の最前線」） 

 

 

薄膜太陽電池の改良：薄膜太陽電池は従来のシリコン太陽電池よりも軽量かつ柔軟性がある

が、効率が低いという課題を残す。しかし、最近では薄膜太陽電池の改良が進み、より高い

変換効率を実現することができるようになってきており、様々なシーンで太陽光発電を利用

できる可能性を秘める。 

 

 
図 ２-36：薄型・軽量・フィルム形状の有機薄膜太陽電池（出典：株式会社リコーＨＰ） 
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図 ２-37：フレキシブル環境発電デバイスが目指す世界のイメージ（出典：株式会社リコーＨＰ） 

 

太陽光発電システムの高度化：太陽光発電システムの高度化には、新しい技術が多数存在す

る。例えば、太陽光追尾システムは、太陽の位置を追尾し、より多くの光を集めることがで

きる。また、夜間や曇りの日でも電力を供給するために、太陽光発電と蓄電池を組み合わせ

たハイブリッドシステムも開発が進んでいる。住友電気工業が力を入れるのはレドックスフ

ロー電池と呼ばれる大型の設置式蓄電池である。タンクにためたレアメタル（希少金属）の

バナジウムの液体を循環させ、電極とバナジウムが電子をやりとりして充放電するもので、

電極を化学変化させるリチウムイオン電池と異なり、電極が劣化しにくく、耐久性は 20〜30

年と２倍程度となる。難燃性の材料を使っており、大型化しても安全性が高い。米国の市場

を狙い、現地生産で新市場を取り込み、ポスト・リチウムイオン電池の座を狙っている。 
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図 ２-38：住友電工のレドックスフロー電池（出典：日本経済新聞ＷＥＢ） 

 

 

図 ２-39：日経 住友電工、再エネ向け寿命２倍の蓄電池 北米に新工場（出典：日本経済新聞ＷＥＢ） 

 

 中国電力では、太陽光発電の電力のみで運用するＥＶ（電気自動車）の充電ステーション

にカーシェアリングサービスを組み合わせた世界初の取り組みが実施されている（図 ２-40）。

環境省が提唱する「ゼロカーボン・ドライブ」の実現を目指し、広島県と協力して取り組む

もので、車両の電動化と使用電力の脱炭素化を同時達成するモデル事業として、ＥＶステー

ションを広島県立広島産業会館の駐車場に設置し、課題の抽出を行うとともに、複数法人及

び周辺住民によるカーシェアの仕組みを活用することで、導入コストの低減を図るという。

完全自立型ＥＶシェアリングステーションには、出力 11.889kW の太陽光パネルを搭載する

ソーラーカーポートと、容量 10kWh の定置型蓄電池を３基、同１kWh の可搬型蓄電池を８個

設置。ＥＶが使われる昼間の時間帯に発電した太陽光発電の電力を貯めておき、夜間に蓄電
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池からＥＶに充電する仕組みである。ＥＶはまず日産リーフ１台（蓄電池容量 40kWh）を採用

し、今後マツダのＭＸ-30「ＥＶ MODEL」１台の導入も検討するとしている。 

 

 

図 ２-40：太陽光だけで稼働するＥＶステーション（出典 スマートジャパンＷＥＢメディア記事） 

 

太陽光パネルの廃棄問題：固定価格買取制度（ＦＩＴ）により同時期に導入が進んだ太陽光

発電（太陽光パネル）であるが、製品寿命は約 25年〜30年とされている。ＦＩＴ開始後に始

まった太陽光発電事業は 2040年頃には終了し、その際、太陽光発電設備から太陽光パネルを

含む廃棄物が出ることが予想されている。ピーク時には、使用済み太陽光パネルの年間排出

量が、産業廃棄物の最終処分量の６％におよぶという試算もある。太陽光パネルは、その多

くはガラスで構成されているが、リサイクル時に価格がつきやすい金属（アルミ、銀など）

も含まれるため、リサイクルを低コストで効率的に行うことで資源を有効活用することが期

待されている。 
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図 ２-41：「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン（第一版）」（出典 環境省ＨＰ） 

 

太陽光パネルリサイクル技術：太陽光発電システムの開発・販売を手がける新見ソーラーカ

ンパニー（岡山県新見市）は太陽光パネルを約 95%リサイクルできる熱分解装置を実用化し、

国際特許の取得を申請している。太陽光パネルのアルミフレームを外した廃棄パネルを同社

の熱分解装置に投入すると、600 度以上の過熱水蒸気を利用してガラス片、銅線、電池セル

（シリコン・銀・アルミなど）に分解が可能となる。各パーツを強力に密着させていた封止

材（接着剤）とバックシート（プラスチック材）は気化させ回収する。高純度の抽出と二酸

化炭素を出さないのが特徴で、環境配慮型の装置として産業廃棄物処理業者などのニーズを

見込んでいる。 

 

 

図 ２-42：高温の水蒸気で廃棄パネルを熱分解処理する（出典：新見ソーラーカンパニー）  
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陸上風力発電 

 

垂直軸型マグナス式風力発電機：風力発電にイノベーションを起こし、全人類に安心安全な

エネルギーを供給する」というビジョンを掲げ、途上国の未電化地域にも電力の普及を目指

す株式会社チャレナジーは、「垂直軸型マグナス式風力発電機」という、台風などの強風環

境下でも発電可能な風力発電機の実用化に世界で初めて成功している。同社はこの技術を活

用し、マダガスカルで風力発電ビジネスを始めようと動き出している。一般的なプロペラ式

風車の稼働限界が風速 25m/秒であるのに対し、垂直軸型マグナス式は風速 40m/秒まで発電が

可能とされている。また、回転部の速度が遅いため、プロペラ式風力発電機の問題といわれ

る騒音やバードストライクなどの環境負荷を抑えられる構造となっている。同社が世界で初

めて実用化に成功したこの技術は、同社ＣＥＯ清水敦史氏が 2011年の東日本大震災で原発の

持つリスクを改めて実感した際に、「次世代のために、持続可能な発電方法の道筋を私たち

が作らなければ」という決意をしたことをきっかけに開発が進められてきた。現在は新たな

カーボンニュートラル実現の手段として注目を集めており、2021年６月には第一生命保険株

式会社と、より小型の風力発電機の開発に着手し、2021年８月にはフィリピン共和国での初

号機の本格稼働等を進めている。 

 

 
図 ２-43：垂直軸型マグナス式風力発電機フィリピン初号機（出典 独立行政法人国際協力機構ＨＰ） 

 

マイクロ風力発電：シナネン（東京都港区）は、マイクロ風車を開発するグローバルエナジー

（静岡県浜松市）と協業し、小型風力発電事業に参入する。100％子会社「Sinagy Revo（シ

ナジーレボ）」（東京都港区）を設立し、マイクロ風車を搭載した製品の開発・製造・設計・

販売・保守・メンテナンス事業を展開する。マイクロ風車は、自家発電が求められる設置場
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所で高いニーズがある一方、ブレード（羽根）の重さ、素材、形状などが原因とされる騒音

問題や事故など多くの課題を抱えていた。グローバルエナジーは、2002年の創業以来、風車

を研究・開発しており、平均毎秒約 1mの微風で回転し、平均毎秒約２mで発電するマイクロ

風車を開発した。特許を取得した独自の垂直型ブレードにより、風向きに関係なく 360 度か

らの風を受けて効率よく発電する。設備利用率は 34％。また、風切り音は一般的な図書館内

の騒音（約 40dB）より静かな 30dBとなり、市街地での設置も可能という。このほかにも、強

風時にもブレードの回転数を一定に保って発電できる。ポール型完全独立電源装置は、マイ

クロ風車と太陽光パネル、防犯カメラ、ＬＥＤ照明、無線ＬＡＮなどの通信装置、小型蓄電

池を搭載する。災害時の電源インフラとしての活用が期待され、全国約 7万 5000カ所の避難

場所に設置することで停電時の夜間照明の確保、災害時の安否確認に不可欠となる通信ネッ

トワークと電源を提供できる。このほかにも、企業のＳＤＧｓやＢＣＰ対策などの用途を想

定している。 

 

 
図 ２-44：マイクロ風車を搭載した完全独立型電源装置（出典 シナネンホールディングスＨＰ） 

 

 

水力発電 

 

大規模水力発電プロジェクトの増加：大規模水力発電は、水力発電の主要な形態の１つであ

り、世界中で多くのプロジェクトが進行中である。特に、開発途上国では、水力発電による

エネルギーの供給が重要視され、大規模水力発電プロジェクトの建設が進められている。 

 

小規模水力発電システムの普及：小規模水力発電は、水力発電の中でも比較的小規模な設備

を用いて発電を行う方式であり、地域のエネルギー自給率の向上に貢献することができる。

最近では、より効率的な小規模水力発電システムの開発が進んでおり、地域に合わせた設備

が提供されるようになっている。 
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新技術の導入：水力発電では、発電効率の向上や、水力発電設備の耐用年数の延長などを目

的とした新技術の開発が進んでいる。例えば、水力タービンの形状改善や、水路形状の最適

化などが挙げられる。また、人工知能やＩｏＴ技術を活用した水力発電設備の自動制御も進

んでいる。Ｊパワーは水力発電所を設備故障で停止させないために、人工知能（ＡＩ）によ

るビッグデータ分析を開発、故障に至る極めて早い段階の兆候を検知する予兆保全に取り組

む。福島県下郷町にある揚水発電の下郷発電所を社内のデジタル特区と位置付け、ＡＩ分析

を先行する。地下 60メートルにある４基の発電機を点検する作業者は、ウエアラブルカメラ

とモバイル端末を携帯し、設備の気になる点を動画で事務所や、東日本の水力発電所を統括

制御する東地域制御所（埼玉県川越市）と共有し判断する。目で見る点検に加えて、１台の

発電機あたり約 1,000 点、計 4,000 点のデータを毎日、自動収集し東地域制御所のサーバー

に送信する。ＡＩを用いた分析ツールが前日の運転データを診断し健全性を確認、普段の状

態との差から異常の兆候がある箇所をリストアップして発電所に戻す。開発した予兆保全の

仕組みは、2024 年度から全国 61 箇所のすべての水力発電所に導入し、需給逼迫が社会課題

となる中で「止まらない水力発電所」を目指している。 

 

 

図 ２-45：デジタル特区における水力保守ビッグデータ分析（出典 ニューススイッチＨＰ記事） 

 

海洋潮流発電の開発：海洋潮流発電は、海流を利用して発電を行う技術である。最近では、

より効率的な海洋潮流発電システムの開発が進んでおり、洋上風力発電よりも高い安定性が

謳われている。将来的には水力発電の主要な形態の１つになる可能性がある。 
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図 ２-46：ＳＡＥ製潮流発電を九州で実証（出典 エネルギーシフトＷＥＢメディア記事） 

 

 

地熱発電 

 

エネルギー効率の向上：地熱発電では、地下から湧き出る高温の水蒸気を利用してタービン

を回し発電を行う方式が一般的であるが、水蒸気の温度や湿度などによって発電効率が大き

く左右される。最近では、より高効率な発電システムの開発が進んでおり、地下水の掘削技

術や地熱井戸の設計など、様々な技術革新が行われている。 

 

浅層地熱の利用：従来の地熱発電では、深い地層から湧き出る高温の水蒸気を利用する方法

が主流であったが、最近では、地表近くの浅い層から湧き出る低温の地熱を利用する技術が

開発されている。これにより、より多くの地域で地熱発電が可能となり、地球温暖化対策や

地域のエネルギー自給率の向上に貢献することが期待されている。 

 

発電方式の多様化：地熱発電では、従来の蒸気タービンに加え、オーガニックランキングサ

イクルやカルシウムイオンサイクルなど、新しい発電方式の開発が進んでいる。これにより、

より幅広い地熱資源を活用することが可能となり、地熱発電の普及が進むことが期待されて

いる。大成建設株式会社と地熱技術開発株式会社が共同で、地熱によって高温状態となった

地層中に二酸化炭素を圧入し、熱媒体として循環させることで地熱資源を採熱する、熱水資

源に頼らない革新的な地熱発電の技術開発に着手した。高温状態にあるが熱水量が不足する

ため従来技術では地熱発電に適用できなかった地熱貯留層中に、二酸化炭素を圧入し、高温

になった二酸化炭素を回収することで地熱発電を実施する。既往の研究では、高温高圧下で

の二酸化炭素の物性は高効率に地熱資源を採熱する上で有利であると考えられ、圧入された

二酸化炭素の一部は、地熱貯留層中に炭酸塩鉱物などとして固定されることが期待される。 
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図 ２-47：二酸化炭素地熱発電の概略図（出典 大成建設ＨＰ） 

 

 

バイオマス発電 

 

燃料の多様化：バイオマス発電では、木くずや枝などの木質バイオマスを燃料として使用す

ることが一般的であるが、最近では、農業残渣や食品廃棄物、産業廃棄物など、様々なバイ

オマスを燃料として使用する技術の開発が進んでいる。 

 

 発電に不向きな竹を使える、混焼バイオマス温水ボイラー 

テス・エンジニアリングが、巴商会、エム・アイ・エスとの３社共同開発製品である

竹チップ混焼バイオマス温水ボイラー「Ｅ-ＮＥ（イーネ）シリーズ」を 2020 年１月

下旬から販売開始した。発電に不向きとされている竹を燃料として利活用できる。同

シリーズは独自の回転式ガス化旋回燃焼方式バーナーを採用しており、燃焼時のクリ

ンカ生成を抑制する。また、クリンカが発生した際も自動排出機能により除去し、ク

リンカの炉内蓄積を防ぐことで、竹チップの安定燃焼を可能にした。 
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図 ２-48：竹チップ混焼バイオマス温水ボイラー「Ｅ-ＮＥ（イーネ）シリーズ 

（出典 テスエンジニアリング） 

 

 茶かすを燃料とするバイオマスボイラーシステム「Ｄ-Bio Steam」 

大阪ガスの 100％子会社である Daigasエナジーが、和歌山ノーキョー食品工業（和

歌山市）の海南工場に導入。茶かすを主たる燃料とし、オンサイトで自燃させて蒸気

利用するバイオマスボイラーシステムの設置は国内初となる。和歌山ノーキョー食品

工業の海南工場では麦茶飲料などを製造している。製造時に発生する茶かすは、含水

率が 60～70％と高く安定燃焼させることが難しいため、燃料として有効利用できず、

従来は廃棄していた。「Ｄ-Bio Steam」は、大川原製作所製の流動床炉と、三浦工業

製の排ガスボイラーを組み合わせ、Daigasエナジーの燃焼技術・廃棄物処理技術を活

用して構築したもの。水分の多い物質でも安定燃焼できる仕組みを実現し、茶かすの

安定的な自燃と排ガスボイラーで発生した蒸気の生産工程への利用を可能にする。 

 

 

図 ２-49：「Ｄ-Bio Steam」の仕組み（出典 スマートジャパンＷＥＢメディア記事） 
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 うどんによるバイオマス発電 

高松市は市東部下水処理場（屋島西町）で、廃棄うどんを活用したバイオマス発電

の実験を始めている。単純計算で、うどん１日 20kg で年 23 万円の売電収入が見込め

るといい、脱炭素と食品ロス削減の「一石二鳥」を狙う。同処理場では 2016 年から、

下水処理で出た汚泥をタンク内の微生物で発酵させ、発生したメタンガスを燃やして

発電し、余剰電力を売電してきた。2021年度の発電量は 326万 KWh で、売電収益は１

億円超。ただ、下水の温度が高い夏は、下水道管を通る間に発酵が進み、処理場での

発酵が不調なため、発電量は冬と比べると半分近くに落ち込むという。そこで注目し

たのが、特産の讃岐うどんである。香川県内では小麦粉換算で、年間 3,000 トン以上

が廃棄されているとの試算もあり、食品ロスの問題も深刻である。高松市は、県内外

で６店舗を展開するさぬき麺業（高松市）と協定を結び、贈答用の製造工場などから、

製造過程で出る切れ端など月約 400～600kgを提供してもらう。 

炭素や水素を含むうどんは、微生物による発酵でメタンガスが発生するため、電力

の安定供給につながるかを検証する。発酵を効率化するため、うどんを乾燥させて細

かく砕き、汚泥と混ぜて発電に利用する。市の試算では、年 5,500KWhの発電量の増加

が見込めるといい、１年間データを収集し、事業化できないかを検証する。 

 

 

図 ２-50：うどんによるバイオマス発電（出典 讀賣新聞ＷＥＢ記事） 

 

効率の向上：バイオマス発電では、バイオマスの燃焼熱を利用して蒸気を発生させ、タービ

ンを回して発電を行う方式が一般的であり、燃焼効率や発電効率の向上が求められている。

高効率の燃焼技術や蒸気タービンの最適化など、様々な技術革新が行われている。 

 

木質バイオマス発電の燃焼効率向上に関する技術として、岡山大学は、木材を圧搾して効

率的に脱水する技術を開発した。木が水分を通す導管に沿って圧搾することで含水率を 35%

以下に下げることが可能という。石炭などの代替燃料として注目される木質バイオマス燃料

を乾燥するコストを下げ、再生可能エネルギーの利用拡大につなげる。木材会社などでの実

用化を探る。木質バイオマスの燃料となる木質チップは発電用のボイラーなどを効率的に稼

働させるために、乾燥機で水分を抜いたり、１年間自然乾燥したりする必要があった。木の
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圧搾を新たな手法として採用できれば、木質チップにする前に含水率を下げて、乾燥機を動

かす重油や電力などのコスト・時間を圧縮できる、としている。この行程で同時に採取され

る水溶性リグニンは抗ウイルス性等の機能性があるだけでなく、ナノ炭素など新素材の原料

となる可能性が期待される。 

 

 
図 ２-51：ローラー式圧縮機による木材の圧縮（出典 岡山大学プレスリリース） 

 

柔軟性の向上：バイオマス発電は、発電量を柔軟に調整できるため、電力需要の変動に対応

できるというメリットがある。最近では、発電所の運転制御技術の改善や、蓄電池やバック

アップ発電機などの設備を組み合わせたシステムの開発などが進んでいる。 

 

 

二酸化炭素吸収 

 

二酸化炭素吸収技術は、大気中の二酸化炭素を取り込んで、温室効果ガスの削減や地球温

暖化対策に貢献することが期待されている。以下に、二酸化炭素吸収技術の主な動向を紹介

する。 

 

資源化技術：二酸化炭素を再利用する技術として、二酸化炭素の化学反応による化学品の生

産技術や、炭素ナノチューブの製造技術などが注目されている。これらの技術により、二酸

化炭素を廃棄物ではなく、資源として有効活用することができる。 

 

増殖型吸収技術：二酸化炭素を吸収する植物を用いた技術がある。最近では、これらの植物

を効率的に栽培する技術や、植物の二酸化炭素吸収量を増やす技術の開発が進んでいる。 

 

カーボンキャプチャー技術：二酸化炭素を排出するプラントや工場から直接二酸化炭素を取

り込む技術である。最近では、二酸化炭素を取り込む吸収剤の開発や、取り込まれた二酸化

炭素を取り出す分離技術の開発が進んでいる。 
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海洋による吸収技術：二酸化炭素を海洋に取り込む技術が注目されている。例えば、二酸化

炭素を海底に埋め込む技術や、二酸化炭素を海藻などが吸収する技術などがある。 

 

 

太陽熱 

 

太陽熱エネルギーは、太陽光を熱に変換して電力や熱エネルギーを生み出す技術である。

以下に、太陽熱エネルギーの主な技術動向を紹介する。 

 

太陽熱発電：現在、パラボリックトラフ型、フレネルレンズ型、塔型、板型などの太陽熱発

電方式がある。最近は、蓄熱材を使用することで、太陽の出ていない時でも電力を供給する

ことができる技術が進んでいる。 

 

熱貯蔵技術：太陽熱発電システムには、蓄熱システムが必要となる。蓄熱材や蓄熱タンクを

使用することで、太陽光が出ていない時でも電力を供給することができる。 

 

太陽熱利用：太陽熱利用は、太陽光を熱に変換して、温水や暖房、空調などの熱エネルギー

を供給する技術である。現在では、太陽光熱集熱器を利用して、一般家庭やビルの温水や暖

房、または産業用プロセスヒートなどに応用されている。株式会社深松組（仙台市）と仙台

reborn株式会社（仙台市）、東北大学多元物質科学研究所は、農業ハウスに栽培用自然エネ

ルギー利用熱源システムを開発・導入し、実証試験を開始したことを発表した。世界初、太

陽熱集熱器と、太陽熱を恒温熱源化することができる凝固層剥ぎ取り型潜熱蓄熱システムを

組み合わせ、新システムの開発を行っている（図 ２-52、図 ２-53）。 

 

 
図 ２-52：栽培用自然エネルギー利用熱源システム概要図１（出典 深松組プレスリリース） 
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図 ２-53：栽培用自然エネルギー利用熱源システム概要図１（出典 深松組プレスリリース） 

 

 

地中熱 

 

地中熱利用は、地中の熱を利用して、建物の暖房や冷房、温水供給などの熱エネルギーを

供給する技術である。以下に、地中熱利用の主な技術動向を紹介する。 

 

地中熱ヒートポンプ：地中熱ヒートポンプは、地中の熱を利用して、建物の暖房や冷房、温

水供給などの熱エネルギーを供給する技術である。最近では、より高効率な地中熱ヒートポ

ンプが開発されており、より多くの建物に導入されるようになっている。 

 

垂直地中熱交換器・水平地中熱交換器：垂直地中熱交換器は、地下に深い孔を掘って、地中

の熱を利用する技術である。最近では、より深い孔を掘ることで、より高効率な熱交換が可

能になるようになった。また、水平地中熱交換器は、地中に水平に埋設された管を利用して、

地中の熱を利用する技術である。最近では、より効率的な水平地中熱交換器が開発されてお

り、より多くの建物に導入されるようになっている。 
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水素エネルギー 

 

水素エネルギーは、燃料電池車や工場などのエネルギー源として期待されている。以下に、

水素エネルギーにおける主な技術動向を紹介する。 

 

水素の製造技術：水素の製造方法としては、化石燃料からの蒸気改質、電気分解、バイオマ

スガス化、太陽光などを利用した製造法などがあり、現在では、再生可能エネルギーを利用

した水素製造技術の開発が進んでいる。 

 

水素の貯蔵技術：水素を効率的に貯蔵するために、高圧水素貯蔵技術、液化水素貯蔵技術、

固体水素貯蔵技術、化学吸蔵技術、金属水素貯蔵技術などの開発がなされている。 

 

燃料電池技術：水素エネルギーを利用する燃料電池は、電気エネルギーを効率的に生成でき

る技術として注目されている。現在では、高効率でコンパクトな燃料電池の開発が進んでお

り、自動車や家庭用電源などへの応用が期待されている。 

 

水素社会の実現技術：水素社会の実現には、水素の生産・輸送・貯蔵・供給・利用などの技術

が必要である。現在では、これらの技術を総合的に展開する「水素社会」の実現に向けた取

り組みが進んでいる。 
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第３章 

 

将来の温室効果ガス排出量に関する推計 
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第３章  将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

 

現況推計とＢＡＵシナリオでの将来推計 

 

内子町の経済・社会特性等を踏まえ、現況及び将来の温室効果ガス排出量の推計を行った。

以下、図 ３-1に温室効果ガス排出量推計の調査フローを示す。 

 

 

図 ３-1：温室効果ガス排出量推計の調査フロー（出所：環境省 地方公共団体における長期の脱炭素

シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料 Ver.1.0(2021.3)を参考に作成） 

 

３-１-１ 枠組みの設定 

 

温室効果ガス排出量の現況・将来推計や脱炭素シナリオ作成のための枠組みを設定した（表 

３-1）。排出量の現況推計の対象年度は 2013年度から 2019年度とし、産業部門、業務部門、

家庭部門、運輸部門を対象に推計、基準年は 2013 年、現状年度は 2019 年度とし、目標年度

は 2030 年、2040 年、2050 年とした。シナリオは、省エネや再エネの導入といった特段の対

策のない自然体ケースであるＢＡＵシナリオと、2050年排出量実質ゼロを目指す脱炭素シナ

リオを設定している。 

6  

 

 

（３）将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

内子町の経済・社会特性等を踏まえ、現況及び将来の温室効果ガス排出量の推計を行

う。なお、本事業で取り扱う温室効果ガスの種類については調査職員と協議のうえ、決定

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 温室効果ガス排出量推計の調査フロー 

出典：環境省 地⽅公共団体における⻑期の脱炭素シナリオ作成⽅法とその実現⽅策に係る参考資料 

Ver.1.0(2021.3)を参考に作成 

  

将来ビジョンの作成 

将来ビジョンは脱炭素シナリオ

が実現した社会の姿を示したも

のであり、シナリオにおける排

出量の推計とは相互に補完 

② 排出量の現況推計 

③ BAUシナリオにて将来推計 

④ 脱炭素シナリオにて将来推計 

排出量の推計 

⑤ 森林吸収量の推計 

削減目標等の設定 

実現方策（計画等）の検討 

計画等・目標 

① 枠組みの設定 脱炭素シナリオ 

の作成 
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表 ３-1：温室効果ガス排出量の将来推計における枠組み 

 

 

３-１-２ 排出量の現況推計 

 

第２章で調査した通り、2013 年から 2019 年の温室効果ガス排出量は、すべての部門にお

いて減少傾向にあり、直近 2019 年の温室効果ガス排出量の部門別では、産業部門が「50 千

t-CO2」で全体の 42%ほどを占めている。ＢＡＵシナリオや脱炭素シナリオは、「図 ２-13：

2013 年から 2019 年までの温室効果ガス排出量の推移」などを参考に、現況推計の結果を用

いて推計を行った。 

 

３-１-３ ＢＡＵシナリオにて将来推計 

 

温室効果ガス排出量に関連する各部門の「活動量」の変化量を推計し、推計した活動量の

現況推移から推計式（近似式）を作成して、2030年、2040年、2050年の活動量を推計した。

推計した 2030年、2040年、2050年の活動量における現況値（2019年度）からの変化率を求

め、ＢＡＵシナリオの温室効果ガス排出量を推計している。 
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表 ３-2：活動量の将来推計 

 

 

推計した 2030年、2040年、2050年の活動量における現況値（2019年度）からの変化率を

求めた結果、ＢＡＵシナリオの温室効果ガス排出量は以下、図 ３-2のようになった。人口減

少などによる活動量減少の影響を受け、温室効果ガス排出量は何も対策を行わない場合にお

いても減少傾向であり、2030年に 114千 t-CO2、2040年に 111千 t-CO2、2050年には 109千

t-CO2まで減少する。 

 

 
図 ３-2：温室効果ガスの将来推計（ＢＡＵ推計） 

 

温室効果ガス排出量に関連する各部門の「活動量」の変化量を推計し、推計した活動量の

現況推移から推計式（近似式）を作成して、2030年、2040年、2050年の活動量を推計した。

推計した 2030年、2040年、2050年の活動量における現況値（2019年度）からの変化率を求

め、ＢＡＵシナリオの温室効果ガス排出量を推計している。  
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脱炭素シナリオでの将来推計 

 

３-１-４ 脱炭素シナリオによる将来推計の検討 

 

 脱炭素社会の実現における基本的な対策のイメージを図 ３-3に示す。「エネルギー消費量

の削減」「エネルギーの脱炭素化」「利用エネルギーの転換」が主な対策であり、対策を講じ

ても残余排出量がある場合には、森林の二酸化炭素吸収量含むオフセット対策によって相殺

することでゼロカーボンを目指す。 

 

 

図 ３-3：ゼロカーボンシティ実現に必要となる対策のイメージ図 

（出典：環境省 地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料 Ver1.0） 

 

国の省エネ施策の内子町への寄与分を、ＢＡＵ推計による 2030 年・2040 年・2050 年の温

室効果ガス排出量に反映し、さらに森林による二酸化炭素吸収を加味した上で、政府の削減

目標（図 ３-5）である、2030年に 2013年度比-46％、2040年に-73%、2050 年に排出量ゼロ

となる脱炭素シナリオを検討する。検討の流れを図 ３-5にて示す。 
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図 ３-4：国施策の町への寄与分と森林吸収を踏まえた脱炭素シナリオと省エネ導入の方向性検討 

 

 

図 ３-5：環境省 地球温暖化対策計画 政府の総合計画における削減目標について 

 

前節で推計したＢＡＵシナリオの二酸化炭素排出量に国の省エネ効果分を反映した二酸化

炭素排出量を推計する。国の省エネ効果量は、部門ごとに推計を行い、製造品出荷額や従業

者数などの内子町と国の活動量の比率から、内子町への寄与分を推計している。なお、国施

策のうち、省エネ施策の具体的内容を表 ３-3にて一部抜粋する。 
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表 ３-3：脱炭素シナリオで考慮する国施策の内容一部抜粋 

（出典：経済産業省 資源エネルギー庁 2030 年度におけるエネルギー需給の見通し） 

 

 

 

2030、2040、2050年度の目標及び内子町への省エネ施策等の寄与分について、それぞれ表

にまとめる。 

 

表 ３-4：国施策の内容と 2030年度目標及び内子町への寄与分 
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表 ３-5：国施策の内容と 2040年度目標及び内子町への寄与分 

 
 

表 ３-6：国施策の内容と 2050年度目標及び内子町への寄与分 
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国施策の寄与分により、2030年「-23千 t-CO2」、2040年「-31千 t-CO2」、2050年「-38

千 t-CO2」の削減効果が認められる。国施策の寄与分を含めた町の温室効果ガス排出量は、

2030年「91千 t-CO2（基準年比-45％）」、2040年「81千 t-CO2（基準年比-51％）」、2050

年で「71千 t-CO2（基準年比-57％）」と推計できた。図 ３-6にて、国省エネ対策量を考慮

した 2030年、2040年、2050年の二酸化炭素排出量の推計結果を示す。 

 

 

図 ３-6：二酸化炭素排出量の将来推計（国省エネ対策量の考慮） 

 

 

2030年時点においては、2013年の基準年比で 45％削減できている。国の目標とする「2030

年度 46％削減目標」をおおよそ達成する見込みである。2050年までには「71千 t-CO2」の追

加対策による二酸化炭素排出量の削減が必要である。 

 

 

図 ３-7：二酸化炭素排出量の将来推計と町の追加対策量（国省エネ対策量の考慮） 
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省エネ効果量による部門別エネルギー構成の内訳を表 ３-7に示す。各部門での「ＢＡＵ」

及び「ＢＡＵ-省エネ（国対策量を考慮）」の電力・熱・燃料の構成割合を算定した。 

 

表 ３-7：部門別エネルギー構成（ＢＡＵ及びＢＡＵ－省エネ） 

 

 

2050 年時点における「ＢＡＵ－省エネ」の合計の割合は、電力 48％、熱 35％、燃料 17％

となっている。「ＢＡＵ－省エネ」を踏まえ、「ＡＩＭシナリオ※」による 2050 年の電力・

熱・燃料の構成割合を反映した。2050 年時点における「ＡＩＭシナリオ」の合計の割合は、

電力 36％、熱 53％、燃料 11％となっている。 

 

※ＡＩＭシナリオ：「2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析（国立環境研

究所ＡＩＭプロジェクトチーム）」。国では 2050年時点での電源構成・エネルギー需要の

見通しを明らかにしていない中で、ＡＩＭシナリオは国立環境研究所が主体的に関わる国

際的な研究プロジェクトであり、2050年までの見通しを作成している。そのため、一定の

信頼性が担保されると考えられるため、今回の 2050年推計に採用する。 

  

３-１-５ ＡＩＭシナリオによる二酸化炭素削減方針の検討 
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表 ３-8：部門別エネルギー構成（ＢＡＵ―省エネ・ＡＩＭシナリオ考慮） 

 

 

 2030 年から 2050 年における二酸化炭素排出量の推移と、ＡＩＭシナリオにおけるエネル

ギー構成の関係を図 ３-8示す。2030年から 2050年にかけて、熱による二酸化炭素排出量は

横ばいだが、燃料・電力による排出は減少傾向となっている。 

 

 

図 ３-8：AIMシナリオによる部門別エネルギー構成 

 

図 ３-9にて、2030年から 2050年におけるエネルギー種類ごとの二酸化炭素排出量と二酸

化炭素削減目標量を比較したグラフを示す。2030年においては、電力の再エネ化により削減

目標量の達成が可能である。2040年と 2050年においては、電力に加えて熱・燃料の再エネ化
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が必要となる。図 ３-10 では図 ３-9 の二酸化炭素排出量と削減目標量をエネルギー（TJ：

テラジュール）に換算し、エネルギー消費量と再エネ導入目標量を算定している。 

 

 
図 ３-9：ＡＩＭシナリオによるゼロカーボンに向けた削減目標量（二酸化炭素排出量千 t-CO2 換算） 

 

 

図 ３-10：ＡＩＭシナリオによるゼロカーボンに向けた削減目標量（熱量 TJ換算） 
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森林吸収量の推計 

 

３-１-６ 森林吸収量の試算 

 

森林による二酸化炭素吸収量は「環境省 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施

マニュアル 算定手法編」に示される算定手法を参考に推計した。森林吸収源対策を行った森

林の吸収のみを推計する簡易手法により、森林吸収源対策が行われている森林計画対象森林

において、基準年度以降の対策実施面積を用いて算定を行った。算定に使用する森林の標準

吸収係数については、表 ３-9にて設定根拠を示す。 

 

推計の対象となる森林は、間伐・主伐・植栽を行った森林計画対象森林のうち、森林吸収 

源対策が行われた森林面積で、内子町森林組合へのヒアリングや通常総代会資料から得た森

林経営面積に、標準吸収係数を乗じて年間の二酸化炭素排出量吸収量を推計した。結果、2020

年における内子町の二酸化炭素吸収量は、年間 1.5千 t-CO₂であった（表 ３-10）。国省エネ

対策量を考慮した場合、2030年は「-１千 t-CO₂」の追加対策が求められるが、森林の二酸化

炭素吸収量を維持できた場合、吸収量を相殺することで目標達成が可能である。 

 

表 ３-9：森林吸収源対策による森林吸収の簡易⼿法に適⽤する標準吸収係数 

（出典：環境省 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル 算定手法編） 

 
 

表 ３-10：森林による二酸化炭素吸収量の試算結果 
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第４章 

 

将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 
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第４章  将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 

 

第３章にて、国省エネ対策量と町の二酸化炭素吸収量を考慮した、政府の削減目標達成に

必要な追加対策量を把握した。2030 年「-1 千 t-CO2（基準年比-46％削減目標）」、2040 年

「-36千 t-CO2（基準年比-73％削減目標）」、2050年で「-71千 t-CO2（ゼロカーボン達成）」

の対策が必要であるが、2030年においては森林整備による二酸化炭素吸収量で相殺すること

で、削減目標が達成できる見込みである。 

 

第４章では、策定した目標設定の方向性と、脱炭素シナリオと将来ビジョンの作成内容に

ついて言及する。 

 

脱炭素シナリオの作成 

 

４-１-１ 脱炭素シナリオの方向性 

 

 脱炭素シナリオ策定の基本方針を表 ４-1 に記す。目標年度は 2030 年、2040 年、2050 年

（ゼロカーボン達成）とし、二酸化炭素排出量削減に必要な対策量を設定する。 

 

表 ４-1：脱炭素シナリオ策定の基本方針 

 

 

内子町の脱炭素シナリオでは、2030年カーボンハーフ（2013年基準比 50%削減）を直近の

目標とする。内子町地域脱炭素推進協議会の第２回・第３回検討委員会において、第３章で

の推計を踏まえて、2050年にゼロカーボンを達成するために、2030年の削減目標を政府目標

よりも野心的なものとする方針が確認された。早期に政策動員し、町全体で脱炭素社会の実

現を図る。 

 

2030 年「83 千 t-CO2（基準年比-50％＝カーボンハーフ）」、2040 年「41 千 t-CO2（基準

年比-75％）」、2050年「0t-CO2（基準年比-100％）」という 2030年を野心的な目標とする

二酸化炭素排出量削減目標、脱炭素シナリオを設定する。 
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４-１-２ 2030年カーボンハーフにおける追加対策量の検討 

 

東京都によってメディア露出が増加している「2030年カーボンハーフ」を目標とすること

で町民への認知速度を高めるとともに、意欲的かつ分かりやすい目標設定とすることで、ア

ジリティを強化し、脱炭素化を加速する。2030年カーボンハーフを目標とした場合の、脱炭

素シナリオを図 ４-1にて示す。 

 

 
図 ４-1：2030年カーボンハーフを目標とした二酸化炭素排出量の将来推計：国省エネ対策量の考慮 

 

2030 年から 2050 年におけるエネルギー種類ごとの二酸化炭素排出量と二酸化炭素削減目

標量を比較した。2030年においては、電力の再エネ化により削減目標量の達成が可能である。

2040年、2050年においては、電力に加えて熱・燃料の再エネ化が必要となる。 

 

 
図 ４-2：2030年カーボンハーフを目標とした二酸化炭素排出量削減目標の設定 
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将来ビジョン 

 

４-１-３ 将来ビジョンの作成 

 

将来ビジョンの作成にあたり、まちづくりの指針である最上位計画「内子町総合計画」に

そってビジョンを策定する。内子町総合計画の『戦略①「稼ぐ力」のある内子町を目指す』

『戦略②住み続けられる内子町を目指す』という二大方針に沿った、内子町ならではの将来

ビジョンを作成する。なお、総合計画のみならず、町の既存施策「エコロジータウン」や「バ

イオマスタウン構想」は、バイオマス発電など第６章で掲載するカーボンユートラルに向け

た取り組みへの関与度が高く、これら構想と連動を図る。 

 

また、ゼロカーボン達成のためには、自治体のみならず、官民一体となって取り組みを行

う必要がある。エリアごとの特性を活かした施策を打ち出し、町全体で脱炭素社会の実現を

図れるよう、将来ビジョンは「町並み、村並み、山並み」といった区画を中心に施策・脱炭素

ライフスタイルをイメージできるようマップ化した。図 ４-3に将来ビジョンを示す。 

 

ビジョンマップと重点施策の詳細は、第６章にて紹介する。 

 

 

図 ４-3：内子町の脱炭素ビジョンマップ 
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第５章 

 

再生可能エネルギー導入目標の設定 
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第５章  再生可能エネルギー導入目標の設定 

 

再生可能エネルギー導入目標量の設定 

 

５-１-１ 再生可能エネルギー導入目標量の算定 

 

第４章で示した 2030 年カーボンハーフ、2050 年ゼロカーボンを達成するための、再エネ

導入目標量を設定する。図 ４-2 の二酸化炭素排出量と二酸化炭素削減目標量をエネルギー

単位（TJ）に換算し、エネルギー消費量と再エネ導入目標量を算定した（図 ５-1）。 

 

 

図 ５-1：再エネ導入目標量の検討 

 

 

５-１-２ 再生可能エネルギー発電電力量の普及推移 

 

目標量に対して、追加対策がどの程度必要となるか再エネ発電電力量の将来推計をもとに

検討する。再エネ発電電力量の将来推計は、太陽光発電の場合、過去 2020 年度までの導入推

移から発電電力量の伸び率を算出し、2050年までの普及推移を推計する。バイオマス発電の

場合は、新設が確約されていないため、普及推移の考え方は用いない。2022 年に稼働が始まっ

た龍王バイオマス発電所の発電電力量を将来推計に加算する。このほか、風力・水力・地熱

発電は過去に導入実績がないため将来推計には加算しない。将来推移の考え方を、表 ５-1に

示す。 

 

再エネの 2020年度までの導入状況と、導入された発電電力量推移などから検討した将来推

計の結果をそれぞれ、表 ５-2、表 ５-3示す。 
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表 ５-1：再生可能エネルギーの将来推計の考え方 

 

 

表 ５-2：2020年度までの再生可能エネルギーの導入状況(単位：TJ) 

 

 

表 ５-3：2030年度・2040年度・2050年度における再生可能エネルギーの将来推計(単位：TJ) 
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図 ５-2：再エネによる発電電力量の将来推計（単位：MWh） 

 

 
図 ５-3：再エネによる発電電力量の将来推計（単位：TJ） 

 

 

2030 年カーボンハーフのために、100TJ 相当の電力再エネ導入を達成するためには、太陽

光発電の継続的な増加ほか、新規で 25TJに相当する再エネ電力の導入が必要となる。 
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図 ５-4：再エネによる発電電力量の将来推計 

 

なお、再エネ発電電力量の将来推計におけるバイオマス発電は、民間の木質バイオマス発

電所（内子バイオマス発電所が約 30TJ相当、龍王バイオマス発電所が約９TJ相当）の発電電

力量であり、ＦＩＴ制度による売電事業を行っている。それぞれ、2019年、2022年に開所し

ており、20年後のＦＩＴ制度終了後の稼働状況は不明である。新規追加対策のみならず、既

存発電量の維持が不可欠である。 

 

 

５-１-３ エネルギー種別ごとの再生可能エネルギー導入目標量 

 

エネルギー消費量と再エネ導入目標の算定結果をもとに、再エネの新規導入量を検討する。

再エネ電力は、既存導入量及び推計導入量（既存の普及推移から推計した将来推計値）だけ

では、再エネ導入目標量を達成できないため、追加的に再エネ電力の導入を促進する必要が

ある。2030 年は主に電力の再エネ化により目標を達成、2040 年と 2050 年は、一部バイオマ

ス燃料などへの転換を図りつつ、電化できない熱・燃料の再エネ化が必要となる。 

 

 

図 ５-5：エネルギー種別ごとの再エネ導入目標量 
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エネルギー種別ごとの再生可能エネルギー導入目標量の設定 

 

５-１-４ 2030年に向けて導入を検討するエネルギー種別 

 

 前節から 2030年は主に電力の再エネ化によって目標達成ができるとわかった。第２章で分

析した再エネ導入ポテンシャルなどから、本町の電力再生可能エネルギー導入の優先度を検

討する。 

 

 

太陽光発電（10kw未満）・太陽光発電（10kw以上） 

 太陽光発電は、政府の後押しもあり国内の再エネ主力電源化の主要なエネルギーとして位

置付けられている（図 ５-6）。 

 

 

図 ５-6：2030年度のエネルギーミックス目標導入量 

（出典：経済産業省 資源エネルギー庁ＨＰ「日本のエネルギー 2021年度版「エネルギーの今を知る 10の質問」） 

 

太陽光発電（10kw未満）は、内子町内では特に、家庭部門の戸建住宅屋根をはじめ、小規

模事業所の屋根などを用いた５kw 前後の導入が想定される。建物系太陽光発電（10kw 未満）

は、一定のポテンシャルが認められており、内子地区市街地など、五十崎・天神地区など、

小田・寺村地区などに集中している。一方、内子地区市街地エリアは景観保護地区と一部重

複するため、設置には注意が必要である。また、固定価格買取制度（ＦＩＴ）による買取価

格の低減の懸念もあり、昨今の導入推移は減速傾向にあるが、卒ＦＩＴ後も自家消費の用途

があり、引き続き有力な再エネ種であるといえる。 

 

太陽光発電（10kw以上）は、内子町の場合、土地への設置が想定される。ＦＩＴ買取価格

の低減で、売電による投資回収が見込みづらく、土地開発による土砂災害の影響など懸念は

多い。また、償却期間を終えたパネルの廃棄問題についても対応が必要なことから、太陽光

パネル資源の再活用に対する技術革新の展望を注視しながら、特に管理が行き届きやすく将

来にかけて一定の人流が見込まれる公共施設や大型施設、土地においてはソーラーシェアリ

ングによる農地への設置を促進するなどして、ポテンシャルを最大限活かすようにする。 
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陸上風力発電 

 本町は、風力発電のポテンシャルが高いとされる一方で、過去には民間事業者による風力

発電の事業化調査が行われているが、事業性は認められていない。環境アセスメントの対策

のため事業期間を多く要することに加え、送電線のインフラ整備も含めて総事業費の回収見

込みが立てづらく、2030 年時点における導入は保留とする。 

 

 なお、検討の際には「地域経済活性化」の視点も踏まえ、導入による地域課題解決と地域

経済循環に資する事業とすることができるか、検証する必要がある。 

 

 

水力発電（中小水力発電） 

 本町は、中小水力発電のポテンシャルが僅かながら認められており、河川部での導入ポテ

ンシャルが見込まれている。しかし、過去の事業性評価ではいずれの河川も発電容量は小さ

く、事業性が低いことから既存の堰を活用するなどして、建設費に係る初期投資を抑えなが

ら、導入を検討する必要がある。 

 

 ポテンシャルが認められている河川について、年間の流量観測などを行い、2030年以降の

導入検討を行う。 

 

 

地中熱発電 

 日本中いたるところで利用可能である。地下 10m 程度から採取ができる場合もあり、地表

面に近い、比較的浅い部分のエネルギーを利用する。年間を通して温度が一定（一般に 15℃

程度）である特性から、夏場は外気温度よりも地中温度が低く、冬場は外気温度よりも地中

温度が高くなるため、温度差を利用した冷暖房等への活用が期待される。 

 

一方で、再エネ導入目標の設定においては、発電電力量として捉えることが困難であり、

省エネルギー施策に分類される。そのため、本計画に導入目標を数値化するのではなく、大

規模施設の改修時などの際に、地中熱の温度差を利用した空調システムの構築を検討するな

ど、場合に応じて本エネルギー用いた省エネルギー施策の検討に努めることとする。 

 

 

バイオマス発電（木質バイオマス発電） 

 木質バイオマス発電は、既に民間主導により内子バイオマス発電所と内子龍王バイオマス

発電所が稼働しており、一般家庭約 3,000 世帯相当ほどの発電電力量を備えている。林地残

材である未利用資源を活用した木質バイオマス発電であり、ＦＩＴにより四国電力に全量売

電している。本検討委員会での議論と専門家ヒアリング（内子町森林組合）から、森林面積

拡大による林地残材など木質バイオマス資源の拡大を行うには限度があり、林業の担い手不

足などの懸念から今後、さらなる拡大を見込むには課題が多い。 
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また、第４章で先述したように、既発の発電所においては卒ＦＩＴ後の電力価格によって

は事業継続が困難となる可能性があり、本町の二酸化炭素排出量の削減量においても影響が

予想される。ターゲット年の 2040 年、2050 年においては既存の木質バイオマス発電所の卒

ＦＩＴ後を見据えた対策を講じながら、二酸化炭素排出量削減と地域経済の維持をする必要

がある。 

 

他方、木質バイオマス発電においては、木屑やおが粉などといった木材加工現場からの木

質廃棄物の利用が検討可能である。森林整備面積の維持または拡大を見越し、木材の出口戦

略（木材需要の拡大）の開発を行うことで、木質廃棄物による新たなバイオマス発電の設置

も検討ができる。この場合は発電所の熱供給による収入を前提に事業性が見込まれ、森林資

源が豊富かつ、木材業が盛んな本町においては、地域経済循環を図る一手として、検討の余

地がある。 

 

加えて、バイオマスタウン構想下で顕在化しているバイオマス資源の活用も見込まれる。

生ごみなどを利用したバイオガスプラント発電の検討や、バイオディーゼル燃料への転換に

よる熱の再エネ化など、「エコロジータウン内子」を標榜する町として、バイオマスタウン

構想(図 ５-7)のさらなる発展により、循環型社会の構築と低炭素なまちづくりの両立を図る

ことができる。いずれも賦存量の将来推計と導入可能量の調査を進め、2030 年までに導入を

優先する再生可能エネルギーとして、活用を目指す。 

 

 

図 ５-7：内子町バイオマスタウン構想のイメージ（出典：内子町バイオマスタウン構想） 
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５-１-５ 町民アンケートからみる町のエネルギー施策に関する期待 

 

優先的に取り組むエネルギー種別について町民アンケートも踏まえて検討した。再生可能

エネルギー導入について「自治体の具体的な取り組み例とその取り組みが必要と思う人の割

合」を、回答者全体（図 ５-8）とリーディング層（図 ５-9）に分けて示す。回答者全体では

１位「公共施設への太陽光発電」、２位「森林資源によるバイオマス発電」、３位「ごみ処理

場などでの廃棄物発電・熱利用・燃料製造」の順となっている。リーディング層の回答では

１位と２位の順位が入れ替わっており、「森林資源によるバイオマス発電」への期待が高い。 

 

 

図 ５-8：「自治体の具体的な取り組み例とその取り組みが必要と思う人の割合（回答者全体）」 

脱炭素社会の実現に向けた町民アンケートの結果より抜粋 

 

 

図 ５-9：「自治体の具体的な取り組み例とその取り組みが必要と思う人の割合（リーディング層）」

脱炭素社会の実現に向けた町民アンケートの結果より抜粋  
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５-１-６ 各ターゲット年における再生可能エネルギー導入量 

 

2030年の再エネ導入目標量と新規導入量の検討結果を表 ５-4に示す。2022年に稼働開始

した内子龍王バイオマス発電所の発電電力量を新規導入量に加味した上で、2030年までに必

要な再エネの追加必要量は 25TJ 相当である。森林吸収源 14TJ でも相殺できないため、最低

でも 11.5TJ相当の新規発電による電力をメインとした再エネ化が必要である。太陽光発電の

新規導入量は、2030年までに、ひと家庭あたり５kw程度を想定し、454世帯分（約８TJ相当）

の自然増加があると仮定する。加えて、普及推計により、その約半分の発電電力量を 10kw以

上の太陽光発電設備で増加を見込む。 

 

追加必要量は、森林吸収量を差し引いた 11.5TJ 相当である。家庭部門から 55 世帯分の太

陽光発電導入への追加対策、公共施設、営農型やため池などへの太陽光発電導入の促進によ

り、太陽光発電の発電電力量 4.7TJ 相当分を追加対策で賄う。また、ペレットやＢＤＦ（バ

イオディーゼル燃料）による熱の再エネ転換拡大、熱供給を前提とした加工端材による新規

の木質バイオマス発電稼働を目指し、2030年のカーボンハーフを達成する。 

 

表 ５-4：2030年における再生可能エネルギー導入目標（熱量 TJ 換算） 

 

 

 2040年、2050年については、5-2-1 における優先度の検討を踏まえた上で、電力・熱とも

にポテンシャルに応じて目標値を設定している。なお、技術革新による水素など燃料の再エ

ネ転換を想定しているが、現時点では未知の部分も多いことから、2030年カーボンハーフを

迎える中で、業界動向を注視し、より精度の高い目標設定に更新していく。 
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表 ５-5：2040年における再生可能エネルギー導入目標（熱量 TJ 換算） 

 

 

表 ５-6：2050年における再生可能エネルギー導入目標（熱量 TJ 換算） 
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第６章 

 

カーボンニュートラルを実現するための取り組みの検討 
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第６章  カーボンニュートラルを実現するための取り組みの検討 

 

 本章では、第４章で作成した 2030 年カーボンハーフ、2050 年ゼロカーボンとする脱炭素

シナリオと、第５章で設定した再エネ導入目標を達成するために必要な「施策の基本方針」、

「施策の達成目標（ＫＧＩ）・進捗管理目標（ＫＰＩ）」、「重点施策」を示す。 

 

 

脱炭素化に向けた施策の検討 

 

６-１-１ 脱炭素戦略の基本方針 

 

まちづくりの指針である最上位計画「内子町総合計画」に沿い、『戦略①「稼ぐ力」のある

内子町を目指す』、『戦略②住み続けられる内子町を目指す』、といった総合計画二大方針

を踏まえて、脱炭素戦略を策定する。具体的には、再エネ地産地消による地域経済活性化を

テーマとして、脱炭素化と循環型社会の構築に取り組む。 

３つの基本方針について、図 ６-1にて示す。 

他地域より比較的得意な産業とされる林業と豊富な森林資源を有効活用したバイオマスタ

ウン構想のさらなる発展、町並み・村並み・山並みを持続する再エネ導入、地域電力の検討

など官民連携施策の充実化を推進する。 

 

 

図 ６-1：脱炭素戦略の基本方針 
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 また、2030年カーボンハーフに向けた町全体の取り組みについて、町並みエリア、村並み

エリア、山並みエリア、再エネ導入追加対策、官民連携施策に分類し、重点施策を示す（図 

６-2）。 

 

 
図 ６-2：2030年カーボンハーフに向けた重点施策 

 

 

６-１-２ 脱炭素ビジョンとロードマップ 

 

 内子町の脱炭素ビジョンマップを図 ６-3に示す。 

 町内を東西に流れる小田川を中心に、「町並み」「村並み」「山並み」エリア別に重点施策

を描き、エネルギー転換によるライフスタイル変化を視覚的に伝え、イメージできるようマッ

プ化している。 

 

 また、2030年・2040年・2050年の各ターゲット年の再エネ導入目標と、重点施策ごとの

取り組みのスケジュールをまとめたロードマップを図 ６-4に示す。 
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図 ６-3：内子町の脱炭素ビジョンマップ（再掲） 

 
図 ６-4：内子町の脱炭素ロードマップ  
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指標の検討 

 

６-１-３ 施策の達成目標ＫＧＩの設定 

 

町の脱炭素化に向けて、施策の達成目標であるＫＧＩを、「温室効果ガス排出量（千 t-CO2/

年）」と、「再エネ電力導入量（TJ/年または GWh/年）」の２つの指標を設定する。表 ６-1

にて達成目標を示す。 

 

本計画では、「温室効果ガス排出量（千 t-CO2/年）」を、ゼロカーボンを示す全体目標で

あり国や他自治体との比較が可能な数値として、「再エネ電力導入量（TJ/年または GWh/年）」

を、ゼロカーボンについて直接的な効果が見込め、全部門への寄与が考えられる数値として

取り扱っている。 

 

表 ６-1：町のゼロカーボン施策の達成目標（ＫＧＩ） 
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６-１-４ 施策の進捗管理指標ＫＰＩの設定 

 

施策の達成目標であるＫＧＩに対して、毎年または複数年ごとに進捗管理を行い、目標達

成までの現在地を確認する指標として、表 ６-2にて進捗管理指標ＫＰＩを設定する。 

 

 重点施策の達成状況、産業・業務・家庭・運輸など各部門の取り組み状況を管理しＫＧＩ

達成（ゼロカーボン達成）への課題を都度確認していく。 

 

表 ６-2：施策に対するＫＰＩ指標 
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重要な施策に関する構想の策定 

 

 2030年カーボンハーフに向けた重点施策（図 ６-2）について、まず取り組むべき具体的な

アクションを検討し、それぞれの構想をまとめた。これらの取り組みを着実に実践していく

ことで、脱炭素ビジョンの実現を目指す。 

 

６-１-５ 町並みエリアの重点施策 
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６-１-６ 村並みエリアの重点施策 
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６-１-７ 山並みエリアの重点施策 
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６-１-８ 再生可能エネルギー導入対策 

 

 
 

 

 



 - 89 - 
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６-１-９ 官民連携施策 
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